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はじめに 

	
 我が国の経済は、平成２５年に入って株高が進んだこと等を背景に企業や家計のマインドが改善

し、個人消費を中心に内需が牽引する形で持ち直しに転じ、緩やかな回復基調が続いています。 
	
 また、雇用情勢については、有効求人倍率が２０数年振りの高水準、完全失業率が１８年振りの

低水準で推移しており着実に改善している状況です。 
	
 一方、人口が減少し少子高齢化が進んでおり、幅広い分野で労働力の不足が顕著になってきてい

ます。 
	
 この経済状況のもと、介護業界を見ると、人材不足は特に顕著であり、２０２５年問題として１

０年以上前から問題視されております団塊の世代の後期高齢者化が迫ってきております。今後ます

ます需要の拡大が見込まれる介護分野においては、今取り組むべき課題は多いと言えるでしょう。

雇用管理の改善に関する法律に基づき策定される雇用管理改善計画において事業主が取り組むべき

雇用管理改善の方向性はある程度示されていますが、介護分野が抱える構造的な特性の影響もあり、

個々の事業主における雇用管理改善の取り組みに通じた「魅力ある職場づくり」は進んでおらず人

材の確保に問題を抱えたままとなっております。 
	
 今後、ますますの高齢者が見込まれる中で、介護労働者の確保、その中でも特に若年労働者を確

保するための対策に取り組む必要に迫られております。 
	
 このように介護分野の人材確保が喫緊の問題であることから平成２８年度愛知労働局委託事業

「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業」は、上記背景をもとに「魅力あ

る職場づくり」を企業に取組んでいただき、従業員の定着をはかり、その魅力が新規入職者の増加

に結びつくという好循環を形成するお手伝いを行いました。具体的には、「魅力ある職場づくり」を

するため雇用管理改善を進めていくというもので、周知、相談、助言、提案等を実施致しました。 
	
 事業内容に関しては本文でも触れておりますが、その中で個別相談支援として業界に精通した社

会保険労務士を「雇用管理アドバイザー」として、希望のあった企業に派遣し、個別の相談に対応

させていただきました。 
	
 本書は、この個別相談支援での事例を広く紹介するもので、皆様の事業所での雇用管理改善の取

組みの参考としていただければ幸いです。 
 
平成２９年３月 
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 介護業界の人材不足が深刻化している現状は、次の表からも見て取れます。 
 
 介護事業所へのアンケート調査の
結果から、従業員の過不足状況を見
ますと、愛知県では不足感（①大い
に不足＋②不足＋③やや不足）は平
成２６年度が、59.8%で、平成２７
年度は、65.4%と上昇しています。 

 このように不足感は強まってきて
おり、その理由で最も多いのが、「採
用が困難である」との回答でありま
す。 

  

 また離職率は、介護職員と訪問介護職
員合計では、平成２６年度、平成２７年
度と横ばいであるが、他介護サービスの
種類に比べてまだ高い状況と言えます。 

  

 離職は、新たな採用と採用した人材の
教育というコストに係る問題が発生しま
す。これは事業規模によっては経営にも
大きく影響してきます。 

 
 

⼈人材不不⾜足分野における⼈人材確保のための雇⽤用管

理理改善促進事業（啓発実践コース）  １ 
１.	
 介護業界の現状 

介護労働安定センター	
 平成２７年度	
 介護労働実態調査結果より 

介護労働安定センター	
 平成２７年度	
 介護労働実態調査結果より 
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 このように、介護業界としては、人材の採用が難しく、離職者が多い状況が続いており、今後も

益々人材不足が予想されています。 
	
 この現状に国としても取組んでおり厚生労働省の「介護雇用管理改善等計画（平成２７年告示）

に 

とあります。 

	
 本事業「人材不足分野における人材確保のための雇用管理改善促進事業」はこの中で、個々の

事業所に直接働きかけ雇用管理改善により「魅力ある職場づくり」を行っていくうえで、出来る

事項として下記内容を実施しました。	
 

（１）「雇用管理改善啓発セミナー」の開催 
	
 介護事業所が「魅力ある職場づくり」に取組み、従業員の定着を図ります。従業員の定着が次の

入職者につながり、その結果徐々に人材不足の解消へと向かうという循環を構築する必要がありま

す。そのために雇用管理改善は非常に重要な事項であります。 
	
 こういった視点から雇用管理改善の必要性をご理解いただくセミナーを開催いたしました。また、

この中では、雇用管理改善に伴う各種助成金の紹介も合わせて実施いたしました。 
	
 	
  

 月	
 日 時	
 間 場	
 所 

第１回 ９月１４日 13:30～16:30 ヤマネット名古屋セミナールーム 

第２回 １１月１５日 9:30～12:30 桜華会館 

第３回 １２月	
 ７日 14:00～17:00 桜華会館 

 
（２）個別相談支援の実施 
	
 業界に精通した社会保険労務士を雇用管理アドバイザーとして支援を希望される事業所に複数回

派遣し、労働者の職場定着に資する雇用管理改善のための相談支援を行いました。	
 

 

２.	
 事業内容 

「第１ 計画の基本的な考え方」の中に 

・・・増大する介護サービスを必要とする高齢者等のために、介護を担う介護人材の量的・
質的確保を進めるうえで雇用管理の改善による「魅力ある職場づくり」が必要である。・・・ 
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（３）「魅力ある職場づくり実践セミナー」の開催 
 
	
 本事業にて実施した個別相談支援の事例を紹介する

ためのセミナーで、第１部は直近のトピックを踏まえ

業界の現状を紹介、第２部は本事業で実際に実施され

た個別相談支援の事例を紹介いたしました。 
 
 

月	
 日 時	
 間 場	
 所 

２月２２日 10：00〜12：40 ウインクあいち 

 
	
 セミナーでのアンケートでは「改善事例は参考になった。」「労務関係の情報は積極的に取り入れ

ていきたい。」等、セミナーは有益であったとの回答を多くいただきました。 
 
（４）「事例集」の作成 
	
 個別相談支援を実施した内容を、広く業界企業の皆様に知っていただくため、「事例集」を作成い

たしました。 
  

魅⼒力力ある職場づくり実践セミナー  
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介護サービスの種類： 介護老人保健施設 
従業員数： ６２人（うち常用労働者数：56人、うち正社員数：47人） 
勤続年数： ３.２年 
常用労働者の平均年齢： ４８.２歳 

 
（１）評価・処遇制度関係	
 

平成２８年１１月より、介護部門において目標シートを作成し、運用を開始している。	
 

評価期間を１０月〜３月、４月〜９月として、それぞれ４月、１０月に所属長である

副主任とその部下とでフィードバック面談と目標設定面談を実施している。	
 

目標シートは、給与や賞与といった報酬への反映は行っておらず、現場スタッフの人

材育成をするためのツールとして活用している。	
 

上記のほか、１２月賞与、４月定期昇給時に、査定を行っている。	
 

６月から１１月までの期間について査定を行い、１２月賞与に反映している。	
 

４月から翌３月までの期間について査定を行い、４月昇給に反映している。	
 

各所属長が査定を行い、賞与及び給与明細書を配布する際に、個別に理事と事務長が

面談し、査定結果を通知している。	
 

（２）研修体系制度関係	
 

研修委員会を設置し、委員会の役割などを施設内の内規として、規約を定めている。	
 

研修体系は、必須研修と任意研修に分けており、外部研修、内部研修の両方とも受け

られるような体制に整えている。研修を通して自己研鑽してもらうことを目的としてお

り、強制的に受けてもらうようなことはしていないが、研修不参加とならないようにし

ている。	
 

【事例１】	
 

介護老人保健施設Ｈ	
 

１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（３）健康づくり制度関係	
 

・法定の健康診断を実施している。	
 

・ストレスチェックも事業所内で実施し、集計等外部委託している。	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・１日８時間、１週４０時間制を採用し。２交替勤務制としている。	
 

・交替勤務で行っているため、時間外労働はほとんど発生しない。	
 

・想定される残業を加味し、固定残業代として勤務手当を支給している。（職種によ

って金額は異なる）	
 

・臨時業務が発生する場合には、勤務手当のほか、別途手当を支給している。	
 

	
 

（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

事務長が雇用管理責任者に選任されており、管理全般を担っている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

年間行事は、季節ごとに行われている。	
 

春	
 	
 新入生歓迎会	
 

秋	
 	
 ボーリング大会、日帰り旅行	
 

年末	
 忘年会	
 

その他、永年勤続者に対して、海外旅行などを企画している。	
 

実績：１０年勤続者（台湾旅行）	
 

その他、２４時間制保育所の設置や単身者への寮を完備している。	
 

また、今年からバースデイ休暇を新たに設けている。	
 

	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

業界固有の課題である離職率を下げたい。	
 

職員に活気があり、仕事に対してやりがい、働きがいを持って欲しい。	
 

	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 
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（２）従業員の意識	
 

法人の理念、ビジョン、方針を意識している。	
 

事業所の風土そのものも、建設的な意見が言えるような状況でもある。	
 

	
 

	
 

これまでにも様々な取り組みを行っているが、どれも継続的に続くことが少なく、時

間が経つにつれ、最初に定めた目的から外れ、形骸化する傾向にある。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

職員各々が仕事にやりがいを感じ、活気に溢れ、同業他社との差別化を図るための人

財育成制度を導入する。（人財育成シートを用いて、職員の半年間の行動目標を立て、

その結果を評価する）［※当該事業所では、「人財」と表記］	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

現在も所属長と現場職員との個別面談は実施しているが、制度自体が形骸化している

ため、面談を通した成果が見えていない。また、職員の成長を後押しする仕組みがない。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

職員の成長を後押しする仕組みとして、以下のツールを導入した。	
 

・人財育成シート	
 

年２回、所属長と職員とで半年間に達成したい目標を、合計形成したうえで設定

し、目標達成に向けてお互いに切磋琢磨し合いながら課題に取り組むためのツール	
 

・ステップアップ要件書	
 

職員のステップを新人、担当者、ベテラン担当者の３段階に分け、それぞれに求

める能力や役割などを明文化し、所属長と職員とのコミュニケーションツールであ

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 
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り、育成を後押しするものさしとしての役割を担うツール	
 

・役職者の役割表	
 

役職者（統括主任、主任、副主任）に対して、事業所として彼ら彼女らに求める

内容を組織運営、部下育成、協働への働きかけの３つの視点での役割を明記した役

職者とのコミュニケーションツール	
 

・人財育成制度運用マニュアル	
 

人財育成制度をどのように運用すべきか、育成担当者及び職員が運用できるよう

に手順や運用上の注意点をまとめたツール	
 

	
 

上記ツールを用いて、事務長より人財育成制度を運用する育成担当者向けの説明会を

平成２９年２月に実施することとなった。その後、平成２９年４月からの運用に向けて、

職員向けに対する制度説明会を平成２９年３月頃に実施する予定である。	
 

	
 

	
 

今回、導入した人財育成制度を形骸化させないための工夫を検討する。	
 

具体的には、個々の意識づけを行うために、教育を欠かさないことが肝となる。特に、

役職者であり、職員の育成担当者である者たちの役割が重要となる。（特に現場職員に

近い副主任の責務が重要である。）	
 

	
 

	
 

高度なことは求めず、簡単なことでも自主性をもってやってもらおうという意識付け

ができるツールを作成することができた。	
 

	
 

	
 

２ヶ月という短い期間のなかで、職員の方々にも協力を得ながらツールの作り込みが

できた。	
 	
 

机上の空論で作成するより、現場で働く職員の生の声を取り入れることで、より運用

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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性が高まるものができると改めて実感した。今後、導入した内容が形骸化しないことが

大きな課題といえる。そのためにも、育成担当者である役職者に対する教育が肝となる

といえる。なぜこの制度を導入する必要があるのか、導入する理由は何かといった制度

主旨の理解に努めることが最も重要である。	
 

	
 

	
 

評価制度を導入するにあたり、その目的をしっかりと定める必要がある。	
 

今回の場合、報酬への反映はなく、職員がやりがいを感じ、自主性を持って働き、組

織全体が活気であふれる組織づくりを実現するために、人財育成制度を導入することに

なった。	
 

評価という形をとっているが、所属長が望む半年後の姿に対して、職員が望む目標を

合意形成し、その目標を達成できるように全力でサポートするためのコミュニケーショ

ンツールとして人財育成シートを用いるようにしている。	
 

目標に対して出来た、出来なかっただけでなく、なぜ出来なかったのか、出来るよう

になるにはどうすればよいのか、所属長と部下が一緒に考えることが重要であり、本来

あるべき姿だといえる。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 
 
 
  

１０.	
 その他、他の事業主が参考となると考えられる事項 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

・制度はないが、介護職員処遇改善計画書で加算。	
 

・処遇改善加算は、手当として全職員に支給している。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

・制度としてはない。	
 

・希望者がいれば外部の無料研修に参加させている。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

・定期健康診断を全職員に受診させている。	
 

・費用は施設で負担。	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・１日８時間の勤務日数の少ないパートと、８時間以下で週５日勤務のパートが存在。

本人の希望を聞き、勤務シフトを組んでいる。	
 

・法廷の年次有給休暇、育児・介護休暇の他に「特別休暇」として慶弔関係の休暇制

度がある。	
 

・時間単位の年次有給休暇制度あり。	
 

介護サービスの種類： 通所介護 
従業員数： １４人（うち常用労働者数：14人、うち正社員数：0人） 
勤続年数： ４年 
常用労働者の平均年齢： ５２歳 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 

【事例２】 
デイサービス A 
１.	
 企業概要 
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（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

・事業主が事務管理、組織管理を行なっている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

・特になし。	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

・元々は、近所の仲良し仲間が集まって開設した施設。事業主の配偶者が定年退職を

迎えた時に開設した。職員同士が楽しく勤務できる環境を維持したい。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

・空き時間を利用して勤務ができるため、長く勤務できると感じている。	
 

	
 

	
 

・職員の全てが女性で、正職員として勤務を希望する職員が一人もいない。家計の主

たる収入は配偶者の収入によるため、１日８時間、週５日のフルタイムを勤務して

くれる職員がいない。施設側の都合より、職員個人の都合を優先されることが多い

ため、勤務シフトが決められないことが多い。	
 

・近所の主婦や、友人同士が集まって勤務しているため、業務指示が出せなくなって

いる。また、評価基準も設定できない。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

・1ヶ月単位の変形労働時間制が運用できる方法の提案。	
 

・就業規則の内容整備。	
 

・処遇改善加算の支給要件であるキャリアアップの仕組み確認。	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 
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（２）導入支援のポイント	
 

・利用者の施設利用時間・日に合わせて勤務シフトが設定できる。	
 

・他施設の就業規則を、そのまま当該施設で利用しているため、事業所実態に沿った

内容に整備。	
 

・当該施設の介護職員処遇改善計画の内容が、次年度からの処遇改善加算の支給要件

を満たさなくなる可能性があると判断したため。	
 

	
 

（３）特記事項	
 

・勤務時間の要望を１００％聞いているため、勤務シフトの空白時間帯ができてしま

っている。職員の平均年齢が他の施設に比べ高く、体に自由がきかなくなってきた

との声もあった。本人からの希望は、条件を設定し（○○日間のみ自由設定可能）、

条件以外の日は事業主側から指定する方法を取ってもらった。	
 

・軽微な労働基準法の間違った解釈、既に法律が改正されている部分を説明した。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

・労働基準法上、就業規則記載事項に問題がないか確認。不適切な箇所については、

修正。	
 

・キャリアパス制度の説明は完了しているが、次年度以降の介護職員処遇改善計画に

どこまで組み込むことが出来るかは事業主の判断による。	
 

	
 

	
 

自己研鑽のきっかけを作るための考課制度の導入。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

６.	
 導入支援の経過、結果 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 
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・過去に入手し使用していた就業規則が正しいものだと判断して利用していたが、解

釈の相違があり、また指摘され確認ができてよかった。	
 

・キャリアパス制度を導入する以上は、評価によって昇給・昇格する仕組みは不可欠

だと言うことがわかった。	
 

	
 

	
 

労働者の立場では、友人同士の集まりは楽しいと思うが、福祉業界であっても、経営

者として利益を上げていかないと事業として継続できない。今後の採用の際には、利害

関係・縁故関係は避けて行った方が業務改善の上で適当であると感じた。	
 

	
 	
 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

正社員がいないため、評価制度は無いが、資格（介護福祉士・看護師・社会福祉士）

に応じた手当は支給している。	
 

（２）研修体系制度関係	
 

施設長（経営者）が介護に必要な基礎研修を積極的に実施しているが、規程上は明文

化されていない。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

法定の健康診断を全員受診	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・所定労働時間は、１日８時間。シフト制。	
 

・年中無休で開設しているため、休日は不規則であるが４週８休制を導入したシフト

に基づき休日設定。	
 

・法律で定められている年次有給休暇や、育児・介護休暇はあるが、法定を上回る優

遇措置を設定した制度は設けていない。	
 

	
 

介護サービスの種類： 通所介護 
従業員数： ６人（うち常用労働者数：6人、うち正社員数：0人） 
勤続年数： ０.７年 
常用労働者の平均年齢： ４４歳 

１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 

【事例３】 
株式会社 H  
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（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

施設長（代表取締役）が雇用管理責任者となり、人事、総務、教育を行っている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

不定期に、食事会を開催している。（会社負担）	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

・開設１年目に職員が一度に８人も退職してしまい、労使の考え方の相違が問題であ

ったと考えており、職員との面談時間を十分にとり、個々の職員との目標設定のす

り合わせを行い、風通しの良い職場環境を目指し、継続的に雇用維持を図りたい。	
 

・現在の職員は全て有期雇用者であるため、正社員化に向けて評価制度を導入し処遇

改善を図りたい。	
 

・社内教育訓練は行ってきているが、全てを社内で行うには無理があると感じている。

社内教育訓練制度をきちんと制度化した後は、外部訓練も積極的に導入したいと考

えている。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

段階的な施設内訓練の導入、適正な評価制度を整備し役職変更するなどしてキャリア

アップを希望している。	
 

	
 

	
 

・短時間勤務を望んでいる職員が多いため、一部の職員が長時間労働になってしまう。	
 

・男女の年齢の格差がありコミュニケーションが取りづらいのではないかと考える。	
 

・積極的な職員がいても経験が浅いため、業務を全て任せることができない。	
 

・未だ利用者の人数が十分ではないため、従業員の全てが看護師、介護福祉士などの

国家資格を取得しているにもかからず資格を十分に生かしきれていない。	
 

	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 
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（１）制度の概要	
 

・キャリア・インベントリー制度の導入	
 

・教育・研修制度の構築、明文化	
 

・一カ月単位の変形労働時間制の導入	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

・ゆくゆくは人事考課制度を導入したいが、職員数が少ないため、現時点では能力評

価をするのではなく、風通しの良い職場づくりから始めた方が良いのではないかと

考え、キャリア・インベントリー制度を導入することにした。	
 

	
 ➀過去の職場と、これまでの担当業務の洗い出し	
 

	
 ➁自分の適性、性格、今後の担当職種の聞き取り	
 

	
 ➂公的な資格、免許の確認	
 

	
 	
 上記の３点を聞き取り、キャリア・インベントリーシートに記録。	
 

	
 	
 過去の職務も含めて資格、業務経験を棚おろしすることにより、自分自身を振り

返り、能力、価値観のキャリアの再認識を行い、これからの職員の職業能力開発お

よび知識の習得に結び付けたい。	
 

	
 	
 また、面接を定期的に行うことで労使のコミュニケーションを図り、双方の考え

方を理解し企業の発展及び介護福祉事業の発展につなげる。	
 

・教育・研修制度は、基本的な介護保険制度から、厚生労働省が示している研修内容

のヒヤリハット事例への対応	
 、	
 基本的な待遇・マナーの理解	
 、	
 虐待防止や人体

援護に関する理解	
 、基本的な防火対策の理解、感染症への理解、法令順守への理

解	
 、利用者に対するアセスメントの実施の他、認知症、救急法、身体拘束と急変

対応などの医学的知識の習得、更に指定基準、金銭管理、施設管理を一年間の研修

内容に組み込み、質の高いケアを提供する人材、マネジメント業務を担う人材育成

を図るため明文化した。	
 

・毎月決まった人数の施設利用者がいないため、一カ月単位の変形労働時間制を導入

する事で時間外労働を削減できる。	
 

	
 

	
 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 
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（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

・キャリア・インベントリーシート（ひな形）を作成し、従業員情報を把握。今後の

コミュニケーション円滑化を図る備えとして役立てる。	
 

・研修の年間スケジュールを作成、新人研修の研修内容の構築。時期や研修内容が明

文化されたことで、従業員、施設長互いに習得知識（過不足）を把握し、次のキャ

リアアップへの基準、目安となった。	
 

・一カ月単位の変形労働時間制を導入した事で利用者の少ない日は、早く帰宅するこ

とができ時間外労働が約１０時間削減できた。	
 

	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

正社員化に向けキャリア・アップ助成金を検討中。2017年秋頃を申請の目安にしてい

る。	
 

	
 

	
 

・契約職員を無期雇用職員もしくは正職員に身分変更ができるように計画したい。	
 

・現在は所有資格に対して給与の手当を手厚くしている部分がある。今後は能力評価

の部分も給与の加算にし、職員のモチベーションの維持、モラルの向上に繋げたい

と考えている。	
 

	
 

・人材育成なくして施設の発展はないと考えます。質の高いサービスを提供するには、

サービス内容に応じた訓練も必要だと思います。今後は、キャリアパスに基づく人

事考課制度を導入し、給与だけでなく一時金にも反映させ、資格や能力に基づく評

価も行えたら良いと考えます。ただ、人事評価制度は経験したことがないため、適

正な職員の評価ができるか不安です。今回のキャリア・インベントリーシートを上

６.	
 導入支援の経過、結果 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 
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手く活用し考課訓練も行いたいと思います。	
 

・今回のようなアドバイザー派遣は無償の支援で非常にありがたい制度ですが、訪問

回数を増やしてほしいと思いました。	
 

	
 

	
 

開設して間もない間に、一度に8人も離職し大変苦労をされたようです。労働環境の

改善や体系的な教育・訓練、キャリア・アップの仕組みの構築・取組の重要性を十分認

識され、代表者自身もかなり情報収集や勉強もされているため、今後の施設の発展に期

待したいと思います。	
 	
 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

社内規定に役職手当、資格手当はあるが、能力評価にかかる処遇はない。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

特に制度を明文化していないが、希望者に対しては研修費を施設側で全額負担し、受

講させている。	
 

平成２８年度は既に介護事務、調理師を受講した職員がいる。現在は介護福祉士の資

格取得のため、通学させている。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

法定の定期健康診断の受診を正社員のみ実施。	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・法律どおりの年次有給休暇、育児介護休暇。	
 

・慶弔休暇、裁判員等のための休暇制度有り。	
 

	
 

介護サービスの種類： 通所介護 
従業員数： ５人（うち常用労働者数：5人、うち正社員数：3人） 
勤続年数： ３年 
常用労働者の平均年齢： ３０歳 

【事例４】 
デイサービス K 

１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

施設代表者は他業種事業所の経営があるため、施設長が雇用管理責任者となり雇用管

理全般を担当。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

月一回の夕食会を実施。	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

友人と従妹を雇用し開設した施設であるため、全て話し合いで決定している。そのた

め、遠慮もあり評価制度の導入が難しい。今後、事業規模が拡大し、新たな人材を雇用

する際に、職務に対して正当な評価ができるように、職員が職務に対する評価に納得し、

成長実感を持ってもらえるような雇用管理体制を準備しておきたい。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

・現に所有している資格から更なるキャリアアップにつながる仕組みを構築して、上

位資格取得を目指し、今後採用される職員の手本となるようにしていきたい。	
 

・生涯設計を検討するにあたり、介護福祉サービス分野におけるキャリアパスに対応

した研修体系の構築は重要だと考える。	
 

	
 

・友人と従妹で施設を運営しているため、評価制度の導入はこれまで築いてきた信頼

関係による良好な人間関係を制度を導入することで悪化させてしまうのではない

かという懸念がある。	
 

・新たに雇い入れた時に、今いる職員と上手くコミュニケーションをとることができ

るか不安がある。	
 

・仲間意識が強いのは、施設が成長する上で重要な要素だと考えるが、お付き合い残

業も多いため、36協定で締結した時間を遵守しつつ、無駄な時間外労働の慢性化を

改善したい。	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 
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（１）制度の概要	
 

年次有給休暇の計画的付与の導入	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

施設利用者の人数と比べると時間外労働が多い。	
 

対策として、年次有給休暇を利用した職員が誰もいない事からメリハリのある働き方

をと考え、年次有給休暇の計画的付与制度を導入。従業員は資格取得に前向きなことと、

事業所は更なる資格を取得したいと考える職員については資格取得にかかる費用を補

助していることから、有給を取ることで資格に向けての有意義な時間（受講時間、試験

勉強等学習時間）ができると認識してもらい、有給を取得するきっかけになると共に相

乗効果でもっとプライベートへの使用を促したいと考えた。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

平成２９年から年次有給休暇の計画的付与を導入した。	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

助成金の活用なし。	
 

	
 

	
 

・処遇改善加算を手当に充当しているため、今後、処遇改善加算が改定された場合は

手当の支給が受けられなくなった場合の対応が課題。よって、賃金規程の見直しが

重要課題だと考える。	
 

・平成２７年に比べ平成２８年は施設利用者が倍増した。施設基準を満たすためには

職員数を増やさなければならない。現在の職員には新入社員の仕事における不安や

悩みの解消、業務の指導・育成を担当することができるよう、スキルの研鑽に励む

ことを希望する。	
 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 
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制度を導入したばかりで意識の変化はまだ不明だが、利用者が増えこれから新たな職

員を迎え入れる職場環境作りのよいきっかけになった。	
 

労働時間の概念や年次有給休暇の取得について、当施設職員の多くが基本的なことを

理解していなかったため、一から説明していただき労働者の権利と義務に関する知識を

得ることができた。	
 

	
 

	
 

ボランティア精神の強い職員が多く、利用者様のために一生懸命尽くすことに一日を

費やしている。利用者様最優先の考えは素晴らしく大切だが、働く上でワーク・ライフ・

バランスも重要であり、職場の環境づくりが人材を育て、流出することを防ぎ、ひいて

は事業所全体をより良く保つことにつながるという意識を持ってもらいたいと感じた。	
 

	
 	
 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

「年齢、勤続年数及び家族事情を考慮して決定する勤続的要素」、「担当する職務の種

類及び内容を考慮して決定する職務的要素」、「学歴、経験、技能を基準として決定する

職能的要素」、昇給の決定条件として勤務成績を考慮して評価・処遇制度を導入するこ

と、と規程には明記されているが、考課表の提示がなされておらず手当額、詳細な資格

要件など厳密な評価は行われていない。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

就業規則上は、教育計画に基づき教育訓練を実施することがあると明記しているが、

訓練計画は立てていない。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

法定の定期健康診断を会社負担での受診させている。必要に応じて予防接種。	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・日曜日を除く９時～６時勤務の間で１か月単位の変形労働時間制を採用。	
 

・施設利用者がいる関係上、休憩時間については交代で取得。	
 

・特別休暇として、慶弔関係の休暇制度あり。	
 	
 

介護サービスの種類： 通所介護 
従業員数： ９人（うち常用労働者数：9人、うち正社員数：4人） 
勤続年数： １.５年 
常用労働者の平均年齢： ４１歳 

【事例５】 
デイサービス Z 
１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

・法人として、リハビリセンター、居宅介護支援事業所を運営している。その全ての

業務管理・組織管理は事業主である施設長が全て取り仕切っている。各施設の所在

地が分散しているため、全ての施設の実態を把握することが困難になる場合がある。

その対策として職員とは積極的に面談を行っている。	
 

・介護報酬の関係上、業務日報で日々の業務の管理・整備は行われている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

不定期であるが、懇親会という名目で食事会を開催。ただし、短期間勤務の主婦もい

るため、全員が参加することは困難な日もある。	
 

	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

利用者様が施設を利用するにあたり、サービスの質の向上を目指し、過ごしやすい環

境を整え利用者様が喜んで施設を利用していただける姿を見るのは福祉に携わってい

る者の醍醐味です。	
 

しかし、今回の支援事業でアンケートを実施した結果、事業主の評価より職員の評価

が全般的に低いことが分かった。評価が低いにも関わらず利用者様のため、働いてくれ

ている職員達には頭が下がる思いです。施設を立ち上げて２年。施設内の雇用管理体制

を完全に整備する前に、施設利用者様の数が増えてしまった。アンケート結果が良くな

いことは、今後不満が蓄積されると良い人材が退職してしまう可能性も出てくる。介護

業界は新規の採用が困難なので、職場の環境を整え、更に職員の資質向上のために、計

画的に処遇改善や、研修を実施し、よりよい条件の下でよりやりがいのある仕事ができ

るよう環境を整えたいと思う。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

利用者様第一を考え、日々の業務に追われるため、自分自身の処遇や職場環境は二の

次でした。介護業界は離職率が高いことで有名な業種です。入職しても「また辞めてし

まうんだろうな」と思うと業務の引継ぎもあまり力が入りません。しかし、私達職員が

自分たちで環境を整え、コミュニケーション能力を高め人間関係を円滑にすることは、

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 
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利用者様に安心感を与え、温かい気持ちで過ごしていただけるのではないかと思います。	
 

	
 

	
 

・退職者があった場合、次の人員の確保が難しい。	
 

・介護報酬が給料に連動する部分が多いため、職員からの要望があっても直ぐに給料

を上げる事ができない。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

役割別、資格等級表の明確化（みえる化）の推進	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

・就業規則には、職務・職能にて給与に反映する旨の記載はあるが、明確になってい

ない。	
 

・アンケートの結果が事業主側の評価より職員の評価の方が低く、事業主が職員を評

価する際の方法が曖昧になっているのではないか。評価基準を明確にすることは職

員の定着率に繋がるのではないかと考えた。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

提案を採用し、制度の運用開始時期は４月からとなる。	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

助成金活用なし	
 

	
 

	
 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 
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・教育訓練体系（事業内職業能力開発計画）を整え、従業員の能力向上を図る。	
 

・職場環境の改善に取り組むため、非正規職員を正規職員に切り替える。子育てや介

護との両立を目指す人のために、育児・介護休業制度を法律以上の好条件で改定で

きるようにしたい。	
 

	
 

	
 

介護支援センターより提供された就業規則を採用しているため、必ずしも当施設に適

合したものではないというのは理解していた。介護報酬を上乗せするためには「キャリ

アパス要件」と「職場環境要件」が重要視されます。平成２９年度からは処遇改善加算

基準が変更になる事で、この機会に社内規定のキャリアパス制度を導入する事で、職員

の将来の目標を補助するある程度のバックアップ体制が整備されたのではないかと思

う。導入は４月からですが職員の変化をみるのは楽しみです。	
 

	
 

	
 

開業して間もない施設で、事業主自身が労務管理の経験がない事もあったのか、今ま

での処遇改善加算計画表には、自己申告的な部分が多く実態は運用されていなかったと

考えられる。職員の資質の向上のためには、計画的に研修などを実施する事、そのため

にシフト調整や費用援助などをする事、施設には支援体制がある事を職員全体に周知さ

せる事は重要で、定期的なミーティング時間の設定も重要かと思った。今までの介護職

員の対する処遇改善は、資格がなくても介護に携わっていれば加算されていた。今後の

処遇改善加算の要件が変更されることは、各人の持っている経験や、資格を職務経歴書

から見直し、面接を定期的に行いきちんと棚卸しをして、役職に就くにあたっての要件、

それぞれの職務内容で、それに見合った給与など支払われないと本来の介護職員の処遇

の改善にはならないので事業主も継続的支援が必要だと思います。	
 

	
 

	
 	
 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

・正職員は、月給日給制。パートは、時間給。	
 

・人事評価制度、キャリアパス制度導入。業務の自己評価と課題設定を行ない、本人

の能力開発と業務の質的向上を図っている。	
 

・職群別	
 (一般職・総合職・専門職)	
 に個人ごとの取得資格や経験年数などに応じた

役割に応じ、それに見合った昇給レンジ表あり。	
 

・定年６０歳。６５歳までの定年再雇用制度あり。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

・介護福祉士資格取得、喀痰吸引等研修費用の補助。	
 

・入職後のＯＪＴで基本知識を習得させる(初心者向けプログラムあり)。メンタ―制

度有り。	
 

・研修指導担当者を中心に、年間の研修計画に基づいた研修制度を実施。	
 

・無料の講習会には希望者全員を参加させている。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

正職員、パートともに法定健康診断を実施。昨年からは、ストレスチェックも実施。	
 

介護サービスの種類： 特別養護老人施設、通所介護他 
従業員数： １６０人（うち常用労働者数：95人、うち正社員数：85人） 
勤続年数： ６.７年 
常用労働者の平均年齢： ３６.５歳 

【事例６】 
社会福祉法人 K 
１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・４週８休を遵守。	
 

・３交代制を導入。	
 

	
 

（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

・施設長が雇用管理責任者、事務長が窓口となり雇用管理、業務管理、教育訓練を行

っている。	
 

・個人情報保護規程を制定し個人情報を適切に保護・管理し、研修会も定期に計画。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

・３グループに分けての日帰り旅行実施。平成27年度は昭和村、平成28年度はモク

モクファームに出かけた。	
 

・退職金制度（愛知県福祉協会）あり。	
 

	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

施設は全職員で運営していることの自覚を忘れてほしくないことと、職員間の協力の

もと、楽しく明るい職場であることを心掛けている。そのために退職者を減らし継続雇

用しつつ、新たな人材の確保と定着に向けて様々な取り組みを実施するため、業務の自

己評価と課題設定を行ない、継続的に本人の能力開発と業務の質的向上を図っていきた

い。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

職員数が多いため、人間関係も複雑になり易い。他部門とのコミュニケーションを積

極的に行い、働きやすい職場環境を職員同士心がけたいと思う。研修指導担当者を中心

に、研修制度が行われているが、研修指導担当者だけでなく、各職員が新人を指導、相

談者となれるよう自己研鑽に励みたい。	
 

	
 

	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 
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入職、退職ともに変動が激しい。兎に角、人材が集まらない。宿直は建前上勤務では

ないが、特別養護老人ホームでは配置が必須。基本は介護職や宿直専従者の方で行って

いるが、月１～２日は、どうしても空白ができてしまうため、その穴埋めを事務担当の

管理職が行っている状況。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

役割資格等級基準の改定	
 	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

当該施設は、福祉人材の確保と定着に向けて様々な取り組みを実施している。平成２

９年度より新たな施設の開園があるため、全般的に導入済の評価制度を改めて検討した

いという要望から実施することとなった。	
 

将来的に賃金改定を実施予定しており、その導入入口として今回の相談支援で可能な

ものとして提案した。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

提案後、理事会の審議を終えるまでに至った。職員周知はこれからとなる。	
 

職群、等級に応じて「役割」「権限と責任」「業務内容」「必要能力・技術」を詳細に

明示しており、今後はこの改定をもって、職員へ説明・提示することができるようにな

った。指導を含め職務に対する曖昧な相互理解の解消となる。	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

・人材不足を補うため、希望者に対しては全員の雇用延長を実施するため、６５歳超

雇用推進助成金を利用検討中。	
 

・職員の定着化を図るため、有期雇用者を無期契約もしくは正社員に身分変更をさせ

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 
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るキャリアアップ助成金を申請検討中。	
 

	
 

	
 

	
 

働き方・休み方を改善するため、平成２９年度からは職員の休日を増やす予定。年次

有給休暇の取得を促進するため、４日間の年休の計画的付与を検討している。ただし、

人材不足が続いている中、休日を増やす事が果たして可能か否か、難しいところであり

課題は残る。	
 

	
 

	
 

アドバイスをいただきながら改善を行ったが、新たな施設の立ち上げと時期が重なり

当初実施想定していた賃金改定、評価制度全般の改定は完成とはならなかった。ただ、

今回実施した一部改定の職群別	
 (一般職・総合職・専門職)	
 に個人ごとの取得資格や経

験年数などに応じた役割に沿ってそれに見合った昇給レンジ表を示したことで、それぞ

れの職員がイメージする職業観やライフスタイルに合った柔軟な対応が可能になると

考える。	
 

	
 

	
 

雇用管理責任者である施設長、事務長ともに日々の業務に追われる中、新たな施設の

開園が重なり、なかなか時間が取れない状況が非常に残念でした。当該施設は事業規模

が大きいため、希望していた賃金改定も含め、理事会の審議を必要とし、提案事項の件

数が多い場合や、審議にかけた場合に明らかに時間を要すると考えられるものは短期間

で実施することが不可能であった。ただし、最終到達目標を将来に設定することにより、

その中身を細分化し、可能なことから提案をしたことで、実施可能となったと考える。	
 

	
 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

キャリアパス制度は、以前作成したことがある。なお現在ではキャリアパス制度は実

施できていないし、現時点で実施できる体制になっていない。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

研修については、職場ごとに毎週ミーティング等を行っている。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

定期健康診断の実施	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

育児・介護休暇あり 
完全週休二日制（日曜固定休） 

	
 

（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

過去にさまざまな取り組みを行ってきた。特に事業部のリーダー（Ａさん、Ｂさん）

については、期限管理の徹底のため、また重要なことを忘れないために「手帳」による

介護サービスの種類： 居宅介護支援、訪問介護他 
従業員数： ４２人（うち常用労働者数：24人、うち正社員数：18人） 
勤続年数： ４年 
常用労働者の平均年齢： ４８歳 

【事例７】 
有限会社 S 
１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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管理を行ったが、残念ながら効果がなかった。	
 

しかし、期限管理の徹底を約２か月間行い、一定の効果が出ている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

さまざまな取り組みを行っている。事例の１つにお中元・お歳暮には、日頃の感謝を

込めて従業員の家族に贈り物を送っている。また、従業員の誕生日にも本人にプレゼン

トを送っていることなどがある。	
 

	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

大いにある。「当社では、従業員がものを言いやすい職場環境を作りたい」と要望。	
 

優秀な人材をできるだけ早く採用したい。社長の要望として、一般論的な相談助言や

アドバイスではなく、具体的に目に見える資料を希望している。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

実施したチェックリストからあまり不満を持っていないと考える。	
 

	
 

複数の事業部があり、会社も大きくなっているため、一部コミュニケーション不足を

社長が感じている。なお、チェックリストを実施した結果から「評価・報酬」「人材育

成」「事業所の風土」に改善対策が必要と感じている。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

・「職業能力評価基準」の活用	
 

・助成金等の活用	
 

・経営者向けビデオの視聴	
 

・報告の期限管理の徹底	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 
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（２）導入支援のポイント	
 

人事評価等の作成が容易になるように中央能力開発協会の「職業能力評価基準」の紹

介をする。なおこの中には「在宅介護業」の職業能力評価基準が掲載されているので、

参考にしていただくようにアドバイスした。	
 

また、これに合わせて、「キャリア形成促進助成金」（制度構築コース）の紹介もした。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

・「職業能力評価基準」の活用…中央能力開発協会の「職業能力評価基準」の「在宅

介護業」の職業能力評価基準を参考し検討	
 

・経営者向けビデオの視聴…視聴し、内容を振り返り忌憚ない意見を交わしたことで

社長の本音に近づくことができた。人材を確保する計画的な制度というものではな

いが、経営者が望む本音を得るためには必要として付す。	
 

・報告の期限管理の徹底…曖昧な部分を排除し、管理したことによって改善され効果

が得られた。	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

活用している助成金はない。ただし、	
 

・「キャリア形成促進助成金」（制度導入コース）関心はあるものの申請は現段階では

考えていない。	
 

・「高年齢者雇用安定助成金」関心あり。	
 

時間的な制約から申請窓口に行くことを考えていない様子であるため、顧問社労士が

いることから、社労士から申請をするようアドバイスをした。	
 

	
 

	
 

今年は、決められたことを期限内に実行する。優秀な人材を採用する。	
 

	
 

	
 

６.	
 導入支援の経過、結果 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 
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今回の支援事業で、いろいろな情報を提供していただきとても参考になった。	
 

	
 

今回の訪問事業を振り返り、この会社で感じたことは、	
 

①社長は、職場を良くしようと熱心に動いている。	
 

②いろんなところから情報を収集し、会社を良くしようと取り組んできた。（今回の

訪問事業も情報収集が目的であった）	
 

③その情報から得たいろんなアイデアも取り組んだ。	
 

④社長が目を離すと、いいアイデアも続かなくなっていた。	
 

⑤「教育」の必要性は、当初から感じているが「教育」を実施するスタッフと教育に

かける時間がない。	
 

⑥新しいアイデアを取り入れて、職場の刺激を与えているが、長続きしないために、

期待する効果が得られていない。	
 

⑦「教育」にかけるスタッフと時間がないために、最終的には「優秀な人材」を採用

した方がいいと現時点で考えている。	
 

社長以下、幹部で職場改善の取り組みを行っているが、時間管理の仕方、業務の効率

化については、職員おのおの自分の仕事を持っており、これ以上の負荷はさせられない

と感じており、手詰まり感がある。	
 

そのためコンピューター等を活用できるところは活用し、業務の効率化を図れること

を検討してほしい。

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

業務に必要な職業能力を体系的に定め、会社が指定する職員が保持するその職業能力

の評価を、計画的にジョブ・カードを活用して行うことを明記しているが日々の業務に

追われているため、運用されていない。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

就業規則では、職員に対する教育訓練又は職業能力評価、ジョブ・カードを活用した

キャリア・コンサルティングを定期的に行うことを明記しているが職員数が多く、日々

の業務に追われているため、運用されていない。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

・正職員については法定の定期健康診断を受診。	
 

・正職員には、年度１回、生活習慣病予防検診（大腸がん検診）を実施。費用は会社

全額負担。	
 

	
 

	
 

介護サービスの種類： 訪問介護 
従業員数： ８０人（うち常用労働者数：58人、うち正社員数：58人） 
勤続年数： ８.２年 
常用労働者の平均年齢： ５６歳 

【事例８】 
有限会社 C 
１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・法定の年次有給休暇、育児・介護休暇のほか、骨髄液の提供のための休暇(当該申

出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため必要な範囲内の時間)	
 ボランティア

休暇(職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動で一

年度を通じ当該活動のため必要な五日以内の日数)がある。過去にそれぞれ一人が

利用している。	
 

・勤務時間は１カ月単位の変形労働時間制を採用。	
 

・夏季休暇として、６月、７月、８月に各１日ずつ希望日を聞き付与。	
 

・時間単位の年次有給休暇制度あり。	
 

	
 

（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

部長が、業務管理責任者となり事業所全体の組織管理、研修体制を行っている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

半期に一回、社長も交えて食事会開催(情報交換、意見交換が目的となっている)	
 

	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

介護職員は、生涯に渡り学習する専門職であることを自覚し、自己研鑽に励み努カを

惜しまないでほしい。施設側から資格取得を進めることもあるが、自助努力を積んでき

た者、自主的に資格を取得してきた者で本人が希望する場合は、随時面接を実施し正規

雇用に転換させ、雇用維持に努めている。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

・資格を持っていなくても、実際に経験した職務の内容と年数を処遇に反映されるこ

とを希望したい。そのために、キャリアパス制度を十分に機能させてほしい。	
 

・定期給料のほかに、身分を問わず全員に年二回の賞与がある事や、誕生日月には、

系列の障害者支援施設で作ったケーキや、スキンケア商品のプレゼントは非常に温

かみがあり、この仕事に就いて良かったと、しみじみ感じます。ますます業務に励

みたくなります。	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 
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・人材不足を補てんするため、日本語が堪能な外国人の雇用を積極的に行っているが、

日本で生活する外国人は複雑な事情を抱えている人が多い。離婚した場合は子供が

いないと強制的に帰国させられる事案もある。良い人材は手放したくないが、在留

資格も注意が必要です。	
 

・介護職に就く人は、介護業界で入退社をしている事が多い。その人たちのスキルを

上手く生かすために面談を積極的に行い現在の業務と、過去の業務の棚卸をし、リ

ストアップされていない業務・資格をひろい、処遇に反映させることを課題として

いる。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

キャリアパス制度の導入	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

・昇給と結びついた形でのキャリアアップの仕組みを提案する事業所に対して手厚く

評価されることになったため、次年度から処遇改善加算の基準が変更になる。この

ことからキャリアパス制度を導入し、処遇改善加算の制度導入要件を満たすように

する。	
 

・資格を持っていない職員についても評価される仕組みにするため、等級基準を見直

す事にした。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

基本的なキャリアパス基準表、賃金等級ほぼ完成するに至った。	
 

	
 

	
 

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 
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（２）助成金の活用状況	
 

現時点では活用はない。	
 

	
 

	
 

職員の給与の基本額を上げるために、介護職に支給される処遇改善加算交付金につい

て、現在、全職員の給与の基本給に組み込んでいる。この交付金が予定額より低かった

場合、基本給に加算する方法は、職員に既定の額が支払われない危険性がある。給与規

程の見直しは課題です。	
 

	
 

	
 

導入段階のため、うまく軌道にのるか不安がある。キャリアパス制度は職員が自分の

将来のビジョンを描くための道しるべの役割を果たすので、資格のない職員に対しても、

ある程度勤務経験を積み、評価が得られは管理職にも引き上げたいと考えている。	
 

	
 

	
 

事業所の数が多いことに伴い、それぞれに職員が分散している。日ごろ接しない職員

に対して面談シートなどを上手く活用し、職位、職責、職務内容を確認・管理しておか

ないと事業所によっては正当な評価・処遇がなされない可能性がある。自己の振り返り

や能力向上を目的とした自己評価制度も事業主にアピールする上では必要な手段だと

感じる。	
 

	
 	
 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 
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（１）評価・処遇制度関係	
 

助成金の申請はしていないが、職員からの申出があれば非正規職員を積極的に正規職

員に身分変更を行っている。	
 

	
 

（２）研修体系制度関係	
 

働きながら介護福祉士の取得を目指す職員への実務者研修の支援、サービス提供責任

者の研修支援を積極的に行っている。受講費用は半額程度を施設側が補助している。	
 

	
 

（３）健康づくり制度関係	
 

・職員全員に定期健康診断を受診させている。	
 

・インフルエンザ予防接種は全職員に実施し、費用は全て施設側が負担している。	
 

	
 

（４）休暇・労働時間制度関係	
 

・年次有給休暇を利用する職員が少ないため、疲労回復を図ってもらいたいという思

いから、年３日季節休暇という名称で、職員の希望日に有給で休暇を与えることに

している。	
 

・育児・介護休暇は法定通り。	
 

介護サービスの種類： 訪問介護 
従業員数： ２０人（うち常用労働者数：20人、うち正社員数：16人） 
勤続年数： ２年 
常用労働者の平均年齢： ３９歳 

【事例９】 
株式会社 K 

１.	
 企業概要 

２.	
 すでに企業が取り組んでいる雇用管理制度 
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（５）業務管理・組織管理・人間関係制度関係	
 

・経営者自らが雇用管理責任者となり人事労務を行っている。	
 

・給料計算は、パート職員に任せている。	
 

 
（６）福利厚生関係	
 

不定期に懇親会として食事会を開催。忘年会は毎年実施し、費用は全て施設が負担し

ている。	
 

	
 

（１）事業主の意識	
 

以前勤務していた施設は、地元ではかなり有名な大手の福祉施設でした。その職場で

は教育・研修制度、人事考課制度も導入されていたが、その評価が評価者によってバラ

つきがあった事、利用者の人数も、施設の職員数も多かったため、毎日が慌ただしく、

面接時間も十分でなかったため、目標管理制度も上手く機能していなかった。時間外労

働も多く、その手当の支給がなされていなかった事に不満が爆発し、同僚と退職し施設

を開設しました。一般的に介護業界は、給料が安い、仕事内容がきつい、厳しいとのイ

メージがあります。開設してまだ４年しか経過していませんが、以前勤務していた職場

での経験を活かし、この施設の職員が正当に評価され、新たに資格取得した者や、研修、

後輩のサポートを積極的に行っている職員には、きちんと評価でき、当たり前の事です

が、働いた分の賃金は残業代も含めて支払える事業所を目指したい。	
 

事業所が２か所になったため、毎月第３と、第４の週には会議を開催し、情報交換お

よびコミュニケーションを図るように心がけている。	
 

	
 

（２）従業員の意識	
 

・勉強しながら勤務できる環境は労使双方の理解と協力があっての事です。事業主か

ら提供される教育訓練だけでなく、自己研鑽も積極的に行い、施設の発展と、利用

者様が安心して過ごせる環境も整えたい。	
 

・ミーティングを積極的に開催することで施設内のコミュニケーションが円滑になっ

ている。入職する人数も多いが、離職する人も多い。事業主に一方的に押し付ける

のではなく、職員一人一人が、働きやすい職場環境を整えていく努力も必要だと感

じている。	
 

３.	
 事業主の雇用管理改善を通じた魅力ある職場づくりに対する意識について 
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・既婚者、特に女性にとっては、家庭を支えながら勤務できる職場環境づくりの取り

組みがあると離職者防止にもなり、安心して勤務ができると考えている。	
 

	
 

	
 

・某都市の大手介護施設の規程集一式そのまま運用(利用)している。当施設の実態に

合っていないので改善する必要がある。	
 

・常勤職員の定期昇給を３,０００円から５,０００円に増加、非常勤の時給を１００

円増加、常勤職員の基本給を一人平均２０,０００円増額させたいと考えているが、

どのような賃金設定が良いか検討しなければならない。	
 

	
 

	
 

（１）制度の概要	
 

・別役割資格等級による賃金の決定	
 

	
 	
 	
 	
 ・シフト勤務にかかる設定方法の改め	
 

	
 

（２）導入支援のポイント	
 

他事業所の規程をそのまま利用しているという事から、まずは規程の内容確認をし、

給料明細と突き合わせを行い、差異がないか確認をする必要がある。その上で当施設に

則した規程に改定を順次行っていく。今回の支援では全てに着手することは困難なため、

ポイントを絞って提案する。	
 

シフト勤務設定の方法（勤務希望提出、確認、訂正等の仕組み）が確立しておらず曖

昧なため、変形労働時間制に則した管理者、従業員双方に分かりやすい簡易な方法を考

える必要がある。	
 

	
 

	
 

（１）提案した雇用管理制度の導入状況	
 

・規程の中の当該事業所に不要な文言を削除。本来あるべき規程の姿に整理すること

４.	
 対象企業が抱える雇用管理上の課題 

５.	
 対象企業に提案する雇用管理制度 

６.	
 導入支援の経過、結果 
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ができた。	
 

・役割別等級資格を決定。制度運用は支援後となる。	
 

・白紙カレンダーを用いたシフト勤務の設定。双方ともに一見で視覚確認ができるた

め、誤った提出を防ぐことができ、訂正する側も確認に割く時間を短縮できるよう

に導いた。	
 

	
 

（２）助成金の活用状況	
 

助成金の活用はない。	
 

	
 

	
 

規程の整備はまだ必要と感じているため、今回の指摘を参考にさらに洗い出しを行っ

ていくようにする。	
 

	
 

	
 

・規程等を確認してもらい、整備されたことで本来知るべき内容を理解することがで

きてよかった。	
 

・役割により給料が設定されると職員のモチベーションの向上には効果的だと思いま

す。実際に制度を導入し職員の変化が楽しみです。	
 

	
 

	
 

求められる役割と、担当する職務の内容・種類に基づき給与の設定をしたが、その前

提となる職員の計画的育成と人事の効果的運用がなされるようにしたいという思いが

あった。当支援事業の期間内（５回）の訪問では十分な支援ができないと感じる。	
 

	
 	
 

７.	
 対象企業の今後の取り組み計画、課題 

８.	
 事業主からの感想 

９.	
 雇用管理アドバイザーの感想 



 48 

	
 

	
 

	
 

	
 

啓発実践推進委員会	
 委員	
 （敬称略	
 委員５０音順） 
 

：江夏	
 幾多郎 国立大学法人名古屋大学大学院経済学研究科 准教授 

委 員：太田	
 隆充  太田経営労務研究所    代表 
委 員：塩﨑	
 雄一郎 株式会社エス・エム・エス	
 介護キャリア事業部 部長 
委 員：東	
 賢司  名古屋市介護サービス事業者連絡研究会  幹事 

委 員：松下	
 洋三  一般社団法人「民間事業者の質を高める」 
全国介護事業者協議会   理事 

雇用管理アドバイザー	
 （敬称略	
 ５０音順） 
 
岩田	
 弘美 岩田社会保険労務士事務所 
小山田	
 政義 タイシン事務所 
三輪	
 貴哉 ＡＳＯＴパートナー 




